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優れた技術や尖った技術であって新市場の創造や拡
大が見込まれるものであって、既存の規格では適切な評
価が難しい技術・製品について、新たに国際・国内標準
を策定するためのツールとして平成 26 年 7 月に創設さ
れた「新市場創造型標準化制度」があります。 
その制度について説明をさせていただきます。 
 
従来、標準を作成する場合は、工業団体の利害関係人
が標準原案を検討し、工業標準調査会（JISC）に工業
標準の事前調査を求めます。 
 事前調査により了承が得られれば、主務大臣に付議
され、原案作成委員会において原案の検討が行われたの
ち、制定・公表となります。 
概ねの目安として、作業期間は国内コンセンサスの形
成に約２～３年、原案作成に約 1 年程度はかかるとさ
れています（国内標準の場合）。 
 
「新市場創造型標準化制度」は、冒頭述べたとおり、
優れた技術や尖った技術であって、標準の提案を行う企
業が、日本規格協会の支援を受けながら原案の検討を行
います。 
工業標準調査会に申請を行い、承認が得られれば本制
度の活用を受けて、標準を作成するための支援が受けら
れるというものです。ただし、既に標準がある場合等、
本制度の対象とならないケースもありますのでご注意
下さい。 
 
「新市場創造型標準化制度」の制度概要ですが、日本
規格協会が従来の作業期間を短縮できるよう支援しま
す。国内コンセンサスの形成に約３～５ヶ月、原案作成
に約 1 年程度を目安としています。 
また、国から標準作成に係る原案作成委員会の委員旅
費等や、技術評価が必要となった場合、その費用につい
て支援が受けられます。なお、技術評価に関する費用で
すが、設備購入のための費用ではなく、外部委託などの
標準化の技術評価に必要な最低限の費用となります。 
 
他にご注意いただきたいポイントですが、従来の標準
化の作成においても、新市場創造型標準化制度を活用し
た標準化の作成においても、作成のフローにおいては生
産者、使用者、中立者等をなるべく均等に構成した原案
作成委員会が必要となり、委員会におけるコンセンサス
を得なければなりません。 
 
標準化は利用者が多いほど標準化効果が高いと言え
ますが、企業が単独でしか使えないような標準化は、標
準化として効果が低いと言えます。 
そのため原案作成委員会においては、より多くの者が
利用できる標準化について検討し、コンセンサスを得る
ことが重要です。例え「新市場創造型標準化制度」で採
択されたとしても、コンセンサスを得ることができなけ
れば標準化の制定は困難となることにご注意ください。 
 
もう一つの標準化支援ツールである「標準化活用支援
パートナーシップ制度」を御紹介します。 
本制度は平成 28 年 7 月に創設され、自治体、産業振
興機関、地域金融機関、大学・公的研究機関等（パート
ナー機関）と日本規格協会、中堅・中小企業等を支援す
る政府関係機関が連携し、標準化を通じて、中堅・中小
企業等の優れた技術・製品の国内外におけるマーケティ
ングや販路開拓・拡大等を支援するものです。 
 平成 30 年 7 月時点において全国 153 機関に登録を
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いただいております。 
 
中堅・中小企業等が取り組まれた「新市場創造型標準
化制度」の活用事例ですが、40 件近くあり、うち 12
件が「標準化活用支援パートナーシップ制度」によるパ
ートナー機関支援によるものです。詳しくはこの文書の
最後にある【参考】①及び②の URL でご確認下さい。 
 
今年度、関東経済産業局では管内一都十県にある「新
市場創造型標準化制度」を活用し、標準化に取り組まれ
ている企業や「標準化活用支援パートナーシップ制度」
に登録をいただいている機関の担当者に標準化に関す
るインタビューをお願いしまして、ビジネスにおける標
準化の効果など、コメントをまとめたマニュアルを公表
しています。 
様々な経営課題に対して、標準化を活用したソリュー
ションの事例や標準化の効果・成果についてまとめさせ
ていただきました。詳しくはこの文書の最後にある【参
考】③をご覧下さい。 
 
標準化の効果として、売上が向上したという回答はあ
りませんが、自社製品の性能評価が認知されない課題に
対して、性能評価の標準化を作る事により自社製品の信
頼獲得につながった事例や、新技術によってこれまでに
存在しなかった市場を創るため、新技術の標準化を作る
事により、多くの企業が新技術を採用することで市場の
広がりができた事例が掲載されています。 
また、粗悪品が出回り、市場の信頼性が低下している
状況において、標準化を作ることにより低品質の製品が
市場に紛れ込まないようにする市場の適正化を行った
事例なども掲載しています。 
 
知的財産とは異なり、標準化のビジネスへの活用事例
は数が少ない状況ですが、ビジネス展開のための１つの
ツールとして考えていただければ、優れた技術はあるも
のの、既存市場を開拓できないような状況において、標
準化によりブレークスルーを行い、新市場を開拓するよ
うな事例が出てくることに期待をしております。 
 
 
最後に、工業標準化法に関するお知らせですが、約
70 年ぶりに工業標準化法の法改正があります。名称が
産業標準化法に変わり、これまで鉱工業品関連分野が対
象であったところにサービス分野等の標準化追加され
ます。 
 
サービス分野であっても先ほど御紹介をした「新市場
創造型標準化制度」を活用することができますので、先
ほどの標準化活用事例を参照いただきながら、検討を行
っていただければ幸いです。 
標準化に関して検討・相談案件がありましたら、お近
くの標準化支援パートナーシップ制度に登録している
組織または日本規格協会に相談下さい。 
 
【参考】 
①新市場創造型標準化制度概要及びテーマ一覧 
https://www.jsa.or.jp/dev/iso_partner 
 
問合せ窓口：一般財団法人日本規格協会 
標準化支援ユニット 新市場創造型標準化支援チーム 
TEL： 03-4231-8540  FAX： 03-4231-8662 
 
②標準化活用支援パートナーシップ制度 
http://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun/partner/index.
html 
 
③新市場創造型標準化制度「中小・中堅企業のパートナ
ーに贈るソリューション提案のヒント ～標準化活用
の視点から～ 」（関東経済産業局ホームページ） 
http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/hyoujyunka/data/hyouju
nka_manual.pdf 
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